
（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【年金特別会計】

（単位：千円）

勘定・組織 項 事項 比較増△減額

13,761,820,099 14,630,337,024 868,516,925

13,761,820,099 14,630,337,024 868,516,925

保険料等交付金 保険料等交付金に必要な経費 12,259,323,900 13,112,242,973 852,919,073

業務取扱費等業務勘定へ
繰入

業務取扱費等の財源の業務勘定へ繰入れに必要な経費 44,703,909 47,388,246 2,684,337

国債整理基金特別会計へ
繰入

国債整理基金特別会計へ繰入れに必要な経費 1,457,792,290 1,470,705,805 12,913,515

2,310,187 2,206,975 △ 103,212

2,310,187 2,206,975 △ 103,212

国民年金勘定 特別障害給付金給付費 特別障害給付金給付に必要な経費 2,310,187 2,206,975 △ 103,212

85,600,466,508 87,298,137,532 1,697,671,024

85,600,466,508 87,298,137,532 1,697,671,024

基礎年金勘定 基礎年金給付費 基礎年金給付に必要な経費 28,374,984,014 28,850,964,072 475,980,058

基礎年金相当給付費他勘
定へ繰入及交付金

基礎年金相当給付費の財源の他勘定へ繰入れ及び交付
に必要な経費

124,687,175 70,419,648 △ 54,267,527

国民年金勘定 福祉年金給付費 福祉年金給付に必要な経費 9,077 8,791 △ 286

国民年金給付費 国民年金給付に必要な経費 187,652,272 155,261,066 △ 32,391,206

基礎年金給付費等基礎年
金勘定へ繰入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ繰入れに必
要な経費

3,982,099,601 3,930,745,284 △ 51,354,317

年金相談事業費等業務勘
定へ繰入

年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入れに必要な
経費

70,713,171 75,816,273 5,103,102

厚生年金勘定 保険給付費 保険給付に必要な経費 25,308,850,122 25,996,739,537 687,889,415

保険給付費 存続厚生年金基金等給付費等負担金に必要な経費 349,098,491 453,126,367 104,027,876

実施機関保険給付費等交
付金

実施機関保険給付費等交付金に必要な経費 4,936,160,142 5,074,157,254 137,997,112

基礎年金給付費等基礎年
金勘定へ繰入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ繰入れに必
要な経費

21,490,151,880 21,897,911,876 407,759,996

年金相談事業費等業務勘
定へ繰入

年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入れに必要な
経費

276,110,549 277,867,821 1,757,272

業務勘定 業務取扱費 公的年金制度等の適正な運営に必要な経費 18,442,645 20,014,983 1,572,338

社会保険オンラインシステ
ム費

社会保険オンラインシステムの運用等に必要な経費 48,938,847 48,214,333 △ 724,514

社会保険オンラインシステ
ム費

社会保険オンラインシステムの見直しに必要な経費 64,834,211 84,535,105 19,700,894

日本年金機構運営費 日本年金機構運営費交付金に必要な経費 367,734,311 362,355,122 △ 5,379,189

99,364,596,794 101,930,681,531 2,566,084,737

（注１）政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。
（注２）７年度予算額は、当初予算額である。

（所管）厚生労働省　　（会計）年金特別会計

政策体系

健康勘定１　データヘルスの推進による保険者機能の強化等により適正かつ安定的・
効率的な医療保険制度を構築すること

１０　全国民に必要な医療を保障できる安定的・効率的な医療保険制度を構築す
ること

計

１　障害者の地域生活や就労を総合的に支援すること

１　国民に信頼される持続可能な公的年金制度等を構築し、適正な事業運営
を図ること

Ⅸ　高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保の仕組みの整備を図る
こと

１　老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図ること

Ⅷ　障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社会づくりを推進
すること

１　必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者の地域に
おける生活を総合的に支援すること

７年度予算額 ８年度予算額

Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること


